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リアルタイム産業廃棄物管理システム
の開発と実証試験

１．Needs
・産業廃棄物の管理では、複写式の産業廃棄物管理票
（紙媒体）から、インターネットを活用した電子マニフェスト
（電子媒体）の運用へ移行するように取り組まれている。

環境省 2008年度 20パーセントの普及を目指す。

IT戦略本部 2010年度 50パーセントの普及を目指す。

（年間件数全国2,250万件）

・ 排出者、運搬者、処理・処分者は産業廃棄物の管理業
務の適正化と効率化を進めたい。

２．Situations
電子マニフェストの運用の利点

・ JWNETで情報の一元管理ができる。

・ 記載漏れや誤りが生じにくく、法令の遵守を容易にする。

・ 管理票の送付、回収がなくなり、照合が容易である。

・ 管理票の保管が容易になり、紛失が回避できる。

電子マニフェストの運用を支援するために

・ 廃棄物現物と電子データの間で同期した管理をしたい。

・ 社内基幹業務システムとの連携の推進をはかりたい。

３．Actual Performances 
産業廃棄物管理において、次の特長を有する
システム「Mani Q」を開発した。

・ JWNETと連携し、データの入力、保管、関係者へ
の送信、照合などの作業の正確、簡素化、公的
データセンターでの一元管理などの特長を活かす。

・ 廃棄物現物と電子データの同期性を確保し、排
出者、運搬者、処理・処分者、監督者などの廃棄物
に携わる者が簡便に目で見る管理を実行できる。

・ 現存するＡＳＰ事業者と同等以上の利便性を追求
し、かつ、導入コストを抑制し、小規模事業所でも利
活用しやすいように配慮する。

４．Next Steps

・開発したシステムの実証試験

・開発システムの評価から実ビジネスへの展開へ

・ＶＰＮ環境下でのクライアントサーバシステムから、Ｗｅｂサービスへの展開へ

手書きの産業廃棄物管理票 から パソコン入力によるQRコードへ 新スタイルの検収 排出事業所からの搬出作業

管理票データの入力 から QRコードの読込と確認へ
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